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 請求書・届書・印鑑票などの記載例１ ― 証券からの登録 

 

 
 

 
書式№120 

日 本 銀 行 御中 

住所・氏名 

国 債 登 録 請 求 書 

○○市△△区□□町８７ 

○○証券株式会社 

取締役社長 甲 野 太 郎 捨印 代表者 

の印

② 

下記のとおり登録を請求します。 

印 

代表者 

の印 

① 
⑧ 

(提出日) ３.１１.１０ 

登 録 

希望日 
３.１１.１５ 

記載上の注意事項は裏面参照 

登 

契
印 

記  名 
△△電器株式会社 

(登録番号) ③ 

(太線内を記入のこと) 

国債名称・記号 

利付国庫債券（２０年） 第５６回 

請   求   金   額 

元 利 金 
支払場所 ○○銀行○○支店 

住  所 

上記の住所と
同一のときは
省略してよい 

提出証券
の 内 訳 

券面種類 

枚  数 

10 億円券 １億円券 １千万円券 300 万円券 

１０ ２０ 

100 万円券 50 万円券 10 万円券 ５万円券 円券 円券 合  計 

３０ 

⑦ 

④ 

⑥ ⑤ 
登録年月日 

印 鑑 票 １枚 

添 

付 

書 

類 

業務局受付欄 受付印（店名・日付）

 

兆 拾億 

※ 

百万 千円 

１ ２ ０ ０ ０ ０

 
3.11.10 

日本銀行○○代理店 

○○市○○区３－１３－７ 
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［すでに登録国債の記名者である者には印鑑票を提出させる必要はない］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 自店を支払場所とするもののときは、自店備付けの印鑑票と照合する。 

② 捨印を押す。 

③ 記名者がすでに登録国債を所有しているときに記載する。 

④ 受入れる証券の券面種類別枚数を記載する。 

⑤ 添付書類の枚数を記載する。 

⑥ 代理店名・受付日付を表示する。 

⑦ 金額の冒頭に「＊」、「※」等金額の数字と明りょうに識別できる符号（￥等の円符号を除く。）を

付す。 

⑧ 記名者が請求者と異なるときは、請求者の印で印鑑票と請求書とを契印する。 

⑨ 記名者の氏名（名称）をカタカナ書きする。 

⑩ 業務局記載欄 

書式 No.131（Ａ） 

  （注） 「カナ書氏名」欄についても記載して下さい。この場合、親権者、成年後見人、保佐人、補助人または任意後見契約の受任者の印鑑票のときは、記

名者である当該未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人または任意後見契約の委任者の氏名について、また、代表者または管理者の印鑑票のとき

は、記名者である法人または法人に準ずる団体の名称について、それぞれカタカナで記載して下さい。 

 
登録国債印鑑票（業務局備付用） 

 

契
印 

⑧ 

登録 
番号 

○○市△△区□□町 3-13-7 

△△電器株式会社 

取締役社長  △△ △△ 

住 所（〒×××-××××） 

 

氏 名 

元 利 金 
支払場所 

カナ書氏名 

○○銀行 ○○支店 

△△デンキカブシキガイシャ 

コ
ー
ド 

代表者 

の印 

印 鑑 
(受付日付) 

(資格区分) 

(業  態) 

(課税区分) 

(信託財産表示) 

結末日 事由 

日 本 銀 行 業 務 局 

登録国債印鑑票（支払場所備付用） 

登録 
番号 

○○市△△区□□町 3-13-7 

△△電器株式会社 

取締役社長  △△ △△ 

住 所（〒×××-××××） 

 

氏 名 

元 利 金 
支払場所 

○○銀行 ○○支店 
コ
ー
ド 

代表者 

の印 

印 鑑 (業務局受付日付) 

(印鑑票受入日) 

(不用組替日) 

日 本 銀 行 業 務 局 

⑨ 

⑩ 

（注）１．元利金の支払に際しては、登録国債元金（または利子）領収証書記載の登録番号と上記の登録番号を照合すること。 

２．代理人の登録国債印鑑票があるものは、本印鑑票と同綴しておくこと。 

 

(元利金受取人指定区分) 
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【本人確認書類等の記録（届出印廃止国庫債券（氏名等届出書が発行されたもの）の場合のみ記入）】 

・書類名称または番号：  

・発行体名称：   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

書 式 No.103 

国 債 証 券 受 領 書 原 符 

請 求 者 

(日付) ３．１１．１０ 

住 所 ○○市△△区□□町８７ 

氏 名 ○○証券株式会社 

(太枠内は複写記入してよい｡) 

国債名称 

証券枚数 

※ 記 名 

※ 付属利賦札の状態 

利付国庫債券（２０年） 

３０ 

記 号 

額面金額 

請求事由 

第５６回 

１２０,０００千円 

登録請求 

年  月  日渡以降 

No. 

注意 無記名国債証券については、※印欄の記載を要しない。 

ただし､｢付属利賦札の状態｣欄については､支払期日直前の利札を切取ったとき 

だけ記載する。 

備 考 
※ 証券番号 

証券交付照合用印鑑 

券面種類･枚数 

千円券 枚 

 1,000－20 

10,000－10 

原

証

券 

千円券 枚 代

証

券 

(無記名国債証券のときだけ) 

書 式 No.103 

国 債 証 券 受 領 書 

(日付) 

○○市△△区□□町８７ 

○○証券株式会社    殿 

下 記 証 券 を 受 領 し ま し た。 

国債名称 

証券枚数 

※ 記 名 

※ 付属利賦札の状態 

利付国庫債券（２０年） 

３０ 

記 号 

額面金額 

請求事由 

第５６回 

１２０,０００千円 

登録請求 

年  月  日渡以降 

No. 

注意 １．証券の交付を受ける際には､下段の｢受領証｣欄の※印の箇所のいずれか一方 

を抹消し、記名・押印（届出印廃止国庫債券（氏名等届出書が発行されたもの） 

の場合には押印不要）のうえ提出して下さい。 

２．本書を滅失（紛失）したときは、ただちに取扱店に届け出て下さい。 

日 本 銀 行 ○○代理店 

受   領   証 
※ 

上 記 
証              券 
証券の代証券   枚    千円 を受領しました。 

(受領日付) 

印  紙 

記名国債および 
営業に関しない 
ものは不要 ( ) 

住 所 

氏 名 

印 

払渡日付印 

3.11.10 

①

④ 

⑤ 

③ 

３．１１．１０

② 

① 受入れた証券の枚数・合計額面金額を記載する。 

② ※印の欄は記載を要しない。 

ただし、「付属利賦札の状態」欄については、支払期日直前の利札を切取ったときだ

け記載する。 

③ 受入れた証券の券面種類別枚数を記載する。 

④ 受領証欄への記載・押印は要しない。 

⑤ 登録済通知書の交付により提出を受けたときは、登録済通知書の交付日付を表示し、

証券受領書原符に添付して保管（保管期間１年）する。 

 

 

・発行番号等：   

 

・発行年月日：  
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書 式 No.104 

国 債 証 券 類 受 領 書 

あて先  日 本 銀 行 ○○代理店 

仕   出  日本銀行業務局 

 

御中 

送付書 
日 付 

(日 付) 
( ) ３．１１.１０

額 

円

000 

000 
枚
括

書 式 No.104 

国 債 証 券 類 送 付 書 

仕  出  日 本 銀 行 ○○代理店 

あ て 先  日本銀行業務局 
国債証券業務グループ 

御中 

(日 付) ３.１１.１０ 

額

円

0,000 
枚
括

備考 無記名国債証券および利賦札を送付するときは、本表は証券および利賦札と同封しないこと。 

0,000 

 

 

書 式 No.104 

国債証券類送付書原符 

仕  出  日 本 銀 行 ○○代理店 

あ て 先  日本銀行業務局 
国債証券業務グループ 
 御中 

(日 付) ３.１１.１０ 

金    額 

円
120,000,000 

（添付書類）記名国債証券の印鑑票等     枚 
添付書類     括 

注意１．無記名国債証券および利賦札を送付する場合、廃印を押したものについては国債名称、記号、券面種類および番号欄の記載を要しない。 

２．記名国債証券を送付するときは、記号および番号欄の記載を要しない。 

３．見本証券類を送付するときは、１.に準ずるほか金額欄の記載を要しない。 

４．受領書の送付を受けたときは原符に添付して別整理すること。 

国 債 名 称 記  号 券 面 種 類 番   号 枚 数 

摘   要（送付事由等） ① 登録請求 

円券 

合        計 

30 

30 120,000,000 

 

３枚複写 

国債証券業務グループ 

④ 

 ③ 

 

② 

① 請求の種類を記載する。 

② 廃印を押した証券のときは、国債名称・記号・券面種類・番号の記載を要しない。 

③ 印鑑票・その他添付書類があっても証券類送付書への記載を要しない。 

④ 証券とは別便で業務局国債証券業務グループへ送付する。 

● 業務局から証券類受領書の送付を受けたときは、証券類送付書原符に添付して保

管（保管期間１年）する。 

⑤ 業務局が受領日付を表示する。 

 

⑤ 
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代表者 

の印 

譲渡人 

代表者 
の印 

印 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

請求書・届書・印鑑票などの記載例２ ― 登録変更（移転登録） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書式№121 

日 本 銀 行 御中 

住所・氏名 

国 債 登 録 変 更 請 求 書 （移 転 登 録） 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 
株式会社 ○○銀行 
取締役頭取 ○○ ○○  

捨印 

代表者 
の印 

② 

印 

代表者 
の印 

(提出日) ２８.４.１ 

登 録 
希望日 ２８.４.５ 

記載上の注意事項は裏面参照 

変 

(太線内を記入のこと＜ただし、※印は日本銀行記入欄＞) 

⑧ ⑦ 
登録年月日 

印 鑑 票 

印鑑証明書 

登記事項証明書 

承 諾 書 

枚 
添 

付 

書 

類 

業務局受付欄 受付印（店名・日付）

原 記 名 株式会社 ○○銀行 

(登録番号) 

新 記 名 
利付国庫債券（２０年） 第５６回 

登  録  変  更  金  額 

元 利 金 
支払場所 

△△銀行 本店 

⑨ 

⑥ 

兆 拾億 

＊ 

百万 千円 

１ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０

譲渡人(原記名) 
住所・氏名 

札幌市中央区北１条西３丁目 
○○証券株式会社 
取締役社長 △△ △△ 

譲受人(新記名) 

③ 

① 
譲受人 

下記のとおり登録国債の登録変更を請求します。 

０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０

０ ０ ８ ５ ０ ０ ０ ０

○○証券株式会社 

事  由 

譲渡（譲受） ※(コード) 
上記以外の事由のときのみ記入 

(裏面の注意事項参照) 

新記名者 
の 住 所 
上記の住所と 
同一のときは 
省略してよい 

(登録番号) 

④ 

⑤ 

新記名者がすで 
に登録国債を保 
有しているとき 
は省略してよい 

国債名称・記号 

28.4.1 

日本銀行○○代理店 

書式№122 

日 本 銀 行 御中 
住所・氏名 

国 債 登 録 変 更 請 求 承 諾 書 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 
株式会社 ○○銀行 
取締役頭取 ○○ ○○ 

捨印 

② 

(提出日) ２８.４.１ 

登 録 
希望日 ２８.４.５ 

記載上の注意事項は裏面参照 

承 

(太線内を記入のこと) 

原 記 名 株式会社 ○○銀行 

(登録番号) 

新 記 名 

利付国庫債券（２０年） 第５６回 

登  録  変  更  金  額 

⑨ １ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０

③ 

① 

下記登録国債の譲渡による登録変更請求を承諾します。 

０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０

○○証券株式会社 

国債名称・記号 

印 

拾億 

＊ 
百万 千円 兆 
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① イ、自店を支払場所とするもののときは、自店備付けの印鑑票と照合する。 

ロ、｢新記名者の住所」欄については、譲受人欄の住所と異なるときだけ記載すればよい。 
ハ、｢元利金支払場所」欄については、新記名者がすでに登録国債を所有している場合には、記載を省略して

よい。 
② 捨印を押す。 
③ 譲受人が単独で請求するときは、譲渡人が作成した国債登録変更請求承諾書を添付する。 
④ 国債登録変更請求承諾書を添付したときは、原記名分の登録番号・記名の記載を省略してよい。 
⑤ 新記名者がすでに登録国債を所有しているときに記載する。 
⑥ 登録変更の事由が「譲渡（譲受）」以外の場合には、その事由を具体的に記載する。 
⑦ 添付書類の枚数を記載する。 
⑧ 代理店名・受付日付を表示する。 
⑨ 金額の冒頭に「＊」、「※」等金額の数字と明りょうに識別できる符号（￥等の円符号を除く。）を付す。 
＊ 新記名者の印鑑票の記載例は、記載例１参照。 

 
 請求書・届書・印鑑票などの記載例３ ― 登録除却（抹消登録） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書式№123 

日 本 銀 行 御中 

住所・氏名 

国 債 登 録 除 却 請 求 書 

名古屋市中区錦２丁目１９番１７号 
株式会社 ○○銀行 
取締役頭取 ○○ ○○ 捨印 代表者 

の印 

② 

下記のとおり登録国債の登録除却を請求します。 

印 

代表者 

の印 
① 

(提出日) ２８.４.１ 

登 録 
希望日 ２８.４.５ 

記載上の注意事項は裏面参照 

除 

記  名 株式会社 ○○銀行 (登録番号) 

(太線内を記入のこと) 

国債名称・記号 

利付国庫債券（２０年） 第５６回 
請  求  金  額 

除却代証券
の 内 訳 

券面種類 

枚  数 

10億円券 １億円券 １千万円券 300 万円券 

１０ ２０ 

100 万円券 50 万円券 10 万円券 ５万円券 円券 円券 合  計 

３３ 

⑥ 

③ 

⑤ ④ 
登録年月日 

委 任 状 枚 
添 

付 

書 

類 

業務局受付欄 受付印（店名・日付）

 

28.4.1 

日本銀行○○代理店 

兆 拾億 

＊ 

百万 千円 

４ ２ ０ ０ ０ ０

０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０

３ 
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［登録除却代証券交付照合用の印鑑］ 

   （書式 No.131(A)の下部を使用してよい） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録国債印鑑票（支払場所備付用）

登録 
番号 

名古屋市中区錦二丁目１９番１７号 

株式会社 ○○銀行 

取締役頭取  ○○ ○○ 

住 所（〒×××-××××） 

 
氏 名 

元 利 金 
支払場所 

コ
ー
ド 

代表者 
の印 

印 鑑 (業務局受付日付) 

(印鑑票受入日) 

(不用組替日) 

日 本 銀 行 業 務 局 

（注）１．元利金の支払に際しては、登録国債元金（または利子）領収証書記載の登録番号と上記の登録番号を照合すること。 

２．代理人の登録国債印鑑票があるものは、本印鑑票と同綴しておくこと。 

（登録除却代証券交付照合用） 

⑦ 

⑩ 

赤色で表示する。 

●登録除却請求のつど提出させる。 
●自店を支払場所とするもののときは、提出を要しない。 

● 自店保管（保管期間１０年） 
（除却代証券受領書に添付する） 

額  面  金  額 
千円 

１２００００

国 債 名 称 記  号 枚 数 
枚 

合           計 

３０ 

共業 610 

28.4.8 

第５６回 利付国庫債券（２０年） 

第   回 

第   回 

第   回 

第   回 

１２００００３０ 

書式 No.124 

日 本 銀 行 ○○代理店 

国 債 登 録 除 却 代 証 券 受 領 書 

(日 付) ２８．４．８ 

払渡日付印 

⑨ 

御中 
住  所  

 

氏  名  

名古屋市中区錦二丁目 19 番 17 号 

株式会社○○銀行 
取締役頭取 ○○ ○○ 

下記証券を受領しました。 

⑦ 

⑧ 

印 

代表者 
の印 

印  紙 

営業に関しな 
いものは不要 ( ) 

●自店保管（保管期間１０年） 
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① 自店を支払場所とするもののときは、自店備付けの印鑑票と照合する。 

② 捨印を押す。 

③ 登録除却代証券の券面種類別枚数を記載する。 

④ 添付書類の枚数を記載する。 

⑤ 代理店名・受付日付を表示する。 

⑥ 金額の冒頭に「＊」、「※」等金額の数字と明りょうに識別できる符号（￥等の円符号を除く。）を付

す。 

⑦ 代証券を交付するときは、受領印の印影を代証券交付照合用印鑑（自店を元利金支払場所とするもの

のときは、自店備付けの印鑑票）と照合する。 

⑧ 印紙をちょう付したときは、消印することとなっている。 

⑨ 証券の交付日付を表示する。 

⑩ 業務局記載欄 
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 請求書・届書・印鑑票などの記載例４ ― 質権に関する登録 

 

 (1) 質権の設定・事項変更・抹消 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［質権の設定の場合（ただし、質権者がすでに登録国債の質権者または転質権者であるときは、

印鑑票の提出は不要）］ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

コード 

⑰ 

登録国債印鑑票（業務局備付用） 

書式№131（Ｂ） 

北海道札幌市中央区大通西４丁目１番地 

株式会社 △△銀行 

取締役頭取 △ △ △ △  

カブシキガイシャ△△ギンコウ 

質権(転質権)者 

担 保 権 者 
総 代 人 
常任代理人 
親 権 者 
後 見 人 

氏 名

住 所（〒×××－××××） 印 鑑
い
ず
れ
か
を
○
で
囲
む 

⑯ 

(受付日付 )

(業  態) 

(資格区分 )

( 記 名 )業 務 局 
記 載 

カナ書氏名 

結末日 事由 

日 本 銀 行 業 務 局

代理 
権限 

代表者

の印 

０ ０ ０ ０ ０ ７ １

付記登録番号 

国 債 利 子 受 取 に 
関 す る 特 約 

質 権 関 係 登 録 請 求 書 (提出日) ２８.４.１ 

登 録 
希望日 ２８.４.５ 

記載上の注意事項は裏面参照 

質 

札幌市中央区大通西４丁目１番地 
株式会社 △△銀行 
取締役頭取 △△ △△ 

業務局受付欄 受付印（店名・日付）

2 8 . 4 . 1

日本銀行○○代理店 

登録年月日

印 鑑 票 枚 
添 

付 

書 

類 

委 任 状 
証 明 書 

日 本 銀 行 御中 

書式№125(Ａ） 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

請求区分 
いずれかを 
○で囲む 

記 名 

( 登 録 番 号 ) ０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０ 

質 権 設 定 金 額 
債 権 金 額 
債 権 極 度 額 

弁済期・契約満了期 

第 番 

１．質 権 設 定 ２．質権事項変更 ３．質 権 抹 消  

株式会社 ○○銀行 

国債名称・記号 

利付国庫債券（２０年） 第 ５６ 回 

その他の特約（利息・違約金等） 

質 権 者

（コード） 

設 定 の 事 由

株式会社 △△銀行 

収納代理金融機関事務取扱の保証 

債 務 者

住所氏名 

記名者に同じ 氏名にフリガナ 
を付す 

定めがない 

この国債の利子は 記名者 において受け取るべき契約 

２ ０ ０ ０

２ ０ ０ ０＊

＊

下記登録国債について次の登録を請求します。 

質 権 者

住所・氏名 

① 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

② 
⑬ 

③ 

④ 

⑬ 

⑭ 

⑤ 

⑥ ⑦ 

⑧ 
⑨ 

⑮ 

 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 
株式会社 ○○銀行 
取締役頭取 ○○ ○○ 

質権設定者

住所・氏名 
質 権 設 定 者 質 権 者捨印

兆 

拾億 

拾億 百万 

百万 千円 

千円 

兆 

（太線内を記入のこと） 

印 印 

０ 

（コード） 

債 権 金 額 １ 

債権極度額 ２

(コード） 

(コード） 
記 名 者 ０

質 権 者 １

(コード） 

(コード） 

(コード） 

(元利金受取人指定区分) 
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① 自店を支払場所とする場合には、自店備付けの印鑑票と照合する。 
② 捨印を押す。 
③ 請求区分のいずれかを○で囲む。 
④ 質権事項変更・質権抹消の場合には、その質権の付記登録番号（基本番号）を記載する（「付記登録番号の付

番方法」参照）。 
⑤ 質権設定金額は、証券の 低額面金額に分割できる金額でなければならない。 
⇒ ６１０①参照・登録金額の制限 

⑥ 債権金額・債権極度額のいずれかを○で囲み、金額は千円単位で記載する。ただし、債権極度額が定められ

ていない場合には、「債権極度額」を○で囲んだうえ、「定めがない」と記載する。 
⑦ 金額の冒頭に「＊」、「※」等数字と明りょうに識別できる符号であって円符号以外のものを付す。 
⑧ 弁済期・契約満了期のいずれかを○で囲み、期日が定められている場合には、その期日を記載する。 
● 期日が定められていない場合には、「定めがない」と記載する。 
● 和暦以外の期日（文言により定められているもの）は、「弁済期・契約満了期（文言）一覧」参照。 

⑨ 「記名者」と記載する。 
● 記名者が利子を受取る特約がない場合には、業務局国債業務グループに照会し、その指示により取扱う。 

⑩ ⑨の特約以外の特約がある場合には、その特約の内容を記載する。 
⑪ 設定の事由は、「質権・転質権の設定の事由一覧」参照。 
⑫ 質権設定者と債務者とが異なる場合には、債務者の住所・氏名（名称）を記載する。この場合、氏名（名称）

にはフリガナを付す。 
● 質権設定者と債務者とが同じ場合には、「記名者に同じ」と記載する。 

⑬イ．質権事項変更の場合には、 
● 変更する項目については、当該項目を○で囲んだうえ、変更後の登録事項を記載する。 
● 変更しない項目については、すでに登録されている事項をそのまま記載する。 
＊ 登録事項の変更を請求できる項目は、「質権設定金額｣、「債権金額・債権極度額｣、「弁済期・契約満了期｣、

「国債利子受取に関する特約｣、「その他の特約｣、「設定の事由」および「債務者」に限られる。 
＊ 「債権金額・債権極度額」または「弁済期・契約満了期」を変更する場合には、いずれか一方を○で囲

むとともに、項目全体を○で囲む。 
 

＜債権極度額を変更する場合＞ ＜弁済期を変更する場合＞ 
 
 
 
 

 

 
ロ．質権抹消の場合には、質権設定金額および質権者のみを記載する。 

⑭ 代理店名・受付日付を表示する。 
⑮ 添付書類の枚数を記載する。 
⑯ 質権者の氏名（名称）をカタカナ書きする。 
⑰ 業務局記載欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

債  権  金  額 
債 権 極 度 額 弁済期 ・契約満了期 
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(2) 転質権の設定・事項変更・抹消 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

０ ０ ０ １ ７ ０ ０ ０

付記登録番号 

国 債 利 子 受 取 に 
関 す る 特 約 

質 権 関 係 登 録 請 求 書（転  質） (提出日) ２８.４.１ 

登 録 
希望日 ２８.４.５ 

記載上の注意事項は裏面参照 

転 

質 

札幌市中央区大通西１丁目２番地 
○○証券株式会社 
取締役社長 ○○ ○○ 

業務局受付欄 受付印（店名・日付）

2 8 . 4 . 1

日本銀行○○代理店

登録年月日

印 鑑 票 枚 
添 

付 

書 

類 

委 任 状 

証 明 書 

日 本 銀 行 御中 

書式№125(Ｂ） 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

請求区分 
いずれかを 
○で囲む 

記 名 

(登 録 番 号) ０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０ 

転 質 権 設 定 金 額 
債 権 金 額 
債 権 極 度 額 

弁済期・契約満了期 

第 ０ ０ ０ １ － 番 

１．転質権設定 ２．転質権事項変更 ３．転 質 権 抹 消 

株式会社 ○○銀行 

国債名称・記号 

利付国庫債券（２０年） 第 ５６回 

その他の特約（利息・違約金等） 

転質権設定者 

（コード） 

転 質 権 者 

株式会社 △△銀行 

設定の事由 

債 務 者
住所氏名 

転質権設定者に同じ 氏名にフリガナ 
を付す 

取引終了時 

この国債の利子は 記名者 において受け取るべき契約 

１ ０ ０ ０ 

１ ０ ０ ０ ＊

＊

下記登録国債について次の登録を請求します。 

転 質 権 者 
住所・氏名 

⑨ 

⑩ 

① 
⑫ 

② 

③ 

⑫ 

⑬ 

④ 

⑤ ⑥ 

⑦ 
⑧ 

⑭ 

札幌市中央区大通西４丁目１番地 
株式会社 △△銀行 
取締役頭取 △△ △△ 

転質権設定者 
住所・氏名 

転質権設定者 転質権者 捨印 

兆 

拾億 

拾億 百万 

百万 千円 

千円 

兆 

（太線内を記入のこと） 

印 印 

０ ９ ６ ５ ０ ０ ０ ０（コード） 

○○証券株式会社 

取引上の債務の保証 

⑪ 
（コード） 

債 権 金 額 １ 

債権極度額 ２
(コード） 

(コード） 

(コード） 

(コード） 
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① 捨印を押す。 
② 請求区分のいずれかを○で囲む。 
③ 転質権設定の場合には原質権の付記登録番号（基本番号）（４桁）を、転質権事項変更・転質権抹消の場合に

はその転質権の付記登録番号（基本番号）（４桁）および同（枝番号１）（３桁）を記載する（「付記登録番号の

付番方法」参照）。 
④ 転質権設定金額は、証券の 低額面金額に分割できる金額でなければならない。 
⇒ ６１０①参照・登録金額の制限 

⑤ 債権金額・債権極度額のいずれかを○で囲み、金額は千円単位で記載する。 
⑥ 金額の冒頭に「＊」、「※」等数字と明りょうに識別できる符号であって円符号以外のものを付す。 
⑦ 弁済期・契約満了期のいずれかを○で囲み、期日が定められている場合には、その期日を記載する。 
● 期日が定められていない場合には、「定めがない」と記載する。 
● 和暦以外の期日（文言により定められているもの）は、「弁済期・契約満了期（文言）一覧」参照。 

⑧ 「記名者」と記載する。 
● 記名者が利子を受取る特約がない場合には、業務局国債業務グループに照会し、その指示により取扱う。 

⑨ ⑧の特約以外の特約がある場合には、その特約の内容を記載する。 
⑩ 設定の事由は、「質権・転質権の設定の事由一覧」参照。 
⑪ 転質権設定者と債務者とが異なる場合には、債務者の住所・氏名（名称）を記載する。この場合、氏名（名

称）にはフリガナを付す。 
● 転質権設定者と債務者とが同じ場合には、「転質権設定者に同じ」と記載する。 

⑫イ．転質権事項変更の場合には、 
● 変更する項目については、当該項目を○で囲んだうえ、変更後の登録事項を記載する。 
● 変更しない項目については、すでに登録されている事項をそのまま記載する。 
＊ 登録事項の変更を請求できる項目は、「転質権設定金額」、「債権金額・債権極度額」、「弁済期・契約満了

期」、「国債利子受取に関する特約」、「その他の特約」、「設定の事由」および「債務者」に限られる。 
＊ 「債権金額・債権極度額」または「弁済期・契約満了期」を変更する場合には、いずれか一方を○で囲む

とともに、項目全体を○で囲む（記載例４（１）⑬イ．参照）。 
ロ．転質権抹消の場合には、転質権設定金額、転質権設定者および転質権者のみを記載する。 

⑬ 代理店名・受付日付を表示する。 
⑭ 添付書類の枚数を記載する。 
＊ 転質権設定の場合における転質権者の印鑑票の記載については、記載例４（１）参照（転質権者がすでに登

録国債の質権者または転質権者であるときは、印鑑票の提出は不要。）。 
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 請求書・届書・印鑑票などの記載例５ ― 担保権に関する登録 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 自店を支払場所とする場合には、自店備付けの印鑑票と照合する。 

② 捨印を押す。 

③ 請求区分のいずれかを○で囲む。 

④ 担保権事項変更・担保権抹消の場合には、その担保権の付記登録番号（基本番号）を記載する（「付記登録

番号の付番方法」参照）。 

⑤ 担保権設定金額は、証券の 低額面金額に分割できる金額でなければならない。 

⇒ ６１０①参照・登録金額の制限 

⑥ 金額の冒頭に「＊」、「※」等数字と明りょうに識別できる符号であって円符号以外のものを付す。 

⑦ 根拠法令・設定の事由は、必要に応じ、業務局営業・国債業務企画グループに照会のうえ記載する。 

⑧ 担保権者の氏名（名称）にはフリガナを付す。 

● 国または国の事務を取扱う地方公共団体については、その官公吏の職名を記載する。 

● 営業保証など不特定多数の権利者のために担保権を設定する場合には、監督官庁名を記載する。 

⑨ 担保権設定者と担保義務者とが異なる場合には、担保義務者の住所・氏名（名称）を記載する。この場合、

氏名（名称）にはフリガナを付す。 

● 担保権設定者と担保義務者とが同じ場合には、「記名者に同じ」と記載する。 

⑩イ．担保権事項変更の場合には、 

● 変更する項目については、当該項目を○で囲んだうえ、変更後の登録事項を記載する。 

● 変更しない項目については、すでに登録されている事項をそのまま記載する。 

＊ 登録事項の変更を請求できる項目は、「担保権設定金額」、「根拠法令」、「設定の事由」、「担保

権者」および「担保義務者」に限られる。 

ロ．担保権抹消の場合には、担保権設定金額および担保権者のみを記載する。 

⑪ 代理店名・受付日付を表示する。 

⑫ 添付書類の枚数を記載する。 

 

 

 

付記登録番号 

担 保 権 関 係 登 録 請 求 書 (提出日) 
２ ８ . ４ . １

登 録 
希望日 ２ ８ . ４ . ５

記載上の注意事項は裏面参照 

担 

業務局受付欄 受付印（店名・日付）

28.4.1 

日本銀行○○代理店 

登録年月日

印 鑑 票 枚 
添 

付 

書 

類 

委 任 状 

証 明 書 

日 本 銀 行 御中 

書式№126 

代表者 
の印 

代表者 
の印 

請求区分 
いずれかを 
○で囲む 

記 名 

(登 録 番 号) ０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０

第 番 

１．担保権設定 ２．担保権事項変更 

株式会社 ○○銀行 

国債名称・記号 

利付国庫債券（２０年） 第 ５６ 回 

住所氏名 

○○市 

下記登録国債について次の登録を請求します。 

担 保 権 者 
住所・氏名 

② 
⑩ 

③ 

⑩ 

⑪ 
⑫ 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 
株式会社 ○○銀行 
取締役頭取 ○○ ○○ 

担保権設定者 
住所・氏名 

担保権設定者 担保権者 捨印 

兆 拾億 百万 千円 

（太線内を記入のこと） 

印 印 

④ 

① 

３．担 保 権 抹 消 

＊ ５ ０ ０

⑧ 担 保 権 者 
氏名にフリガナ 
を付す 

（コード） 

担保義務者 
氏名にフリガナ 
を付す 

（コード） 

住所氏名 

記名者に同じ ⑨ 

地方自治法施行令第１６８条の２ 

⑤ 担保権設定金額 

根 拠 法 令 

設 定 の 事 由 公金事務取扱の担保 

⑥ 

⑦ 
(コード） 
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 請求書・届書・印鑑票などの記載例６ ― 元利金支払場所の変更 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

書式 No.127 

登録国債元利金支払場所変更請求書 

注意 質（担保）権の設定があるものについては質（担保）権者等の同意書を添付するか、または余白に質（担保）権者が住

所・氏名（名称）を記載し、押印して下さい。 

日 本 銀 行 御中 

捨印 代表者 
の印 

(提出日) ２８.４.１ 

印 

代表者 
の印 

担保権者 
○○県 
会計管理者○○○○ 

福岡市中央区天神２－１４－２ 住 所 

○○証券株式会社 
取締役社長 甲 野 太 郎 氏 名 

印 

下記記名の登録国債の元利金の支払場所を次のとおり変更して下さい。 

太線内を記入のこと。 

登録年月日 

印  鑑  票 

同  意  書 

枚 

添 

付 

書 

類 

業務局受付欄 受付印（店名・日付） 

28.4.1 

日本銀行○○代理店 

変 更 希 望 日

記 名

新 支 払 場 所

旧 支 払 場 所

平成２８年 ４月 ５日 

○○証券株式会社 

日本銀行○○代理店 

△△銀行△△支店 

登
録
番
号 

コ 

ー 

ド 

コ 

ー 

ド 

０ ０ ８ ０ ４ ０ ０ ０

 

 

③ 

① 

⑥ 

② 

⑤ 

④ 

① 登録国債に質権・担保権が設定されているときは、質権者・担保権者の同意書を添付 
するか、または余白に質権者・担保権者が住所・氏名（名称）を記載して押印する。 

② 旧支払場所で請求を受けたときは、自店備付けの印鑑票と照合する。 
③ 捨印を押す。 
④ 添付書類の枚数を記載する。 
⑤ 代理店名・受付日付を表示する。 
⑥ 業務局記載欄 
 
 ＊ 新支払場所名を記載した印鑑票の記載例は、記載例１参照 
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３０００８７６０

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求書・届書・印鑑票などの記載例７ ― 住所・氏名（名称）の変更・改印 

書式 No.128 

登 録 国 債 記 名 者 氏 名 等 変 更 届 

注意 １．氏名変更のときは戸籍抄本、名称変更のときは、法人については登記事項証明書、法人に準ずる団体については証明書

を添付して下さい。 
２．代表者（管理者）交替のときは、登記事項証明書等後任者の資格を証する書類および印鑑証明書を添付して下さい。 
３．改印の届出の場合（代表者（管理者）交替のときを除く）、※は旧印があるときは旧印により、旧印のないときは印鑑証

明書を添付のうえ新印で行って下さい。 

日 本 銀 行 御中 

※ 
 捨印 

代表者 
の印 

(提出日) １３.１１.２０ 

 ※ 
印 

代表者 
の印 

名古屋市中区錦２－１－１ 住 所 

株式会社 ○○コーポレーション 

取締役社長 □□ □□ 氏 名 

下記のとおり変更しましたからお届けします。 

太線内を記入のこと。 

登録年月日 

印  鑑  票   １ 

印 鑑 証 明 書 

登記事項証明書   １ 

戸 籍 抄 本 

枚 
添 

付 

書 

類 

業務局受付欄 受付印（店名・日付） 

13.11.20 

日本銀行○○代理店 

平成１３年 １１月 ２２日 

株式会社 ○○コーポレーション 

株式会社 ××商事 

代表者 
の印 

印 鑑（改印のときのみ） 

変 更 事 項 （該当番号を○で囲む） 変更希望日 

新 

旧 

1. 記  名  者 

 

2. 質権(転質権)者 
 

3. 担 保 権 者 

 

4. 代理人(非居住者分) 

 

5. 

1. 氏 名（名称） 

＜注意１．参照＞ 

2. 住 所 
 

3. 代表者(管理者) 

＜注意２．参照＞ 

4. 印 鑑 

＜注意３．参照＞ 

5. 
 

6. 
登録番号・コード 

① 

③ 
② 

④ 

⑤ ⑥ 

① 自店を支払場所とするものの場合には、自店備付けの印鑑票と照合する。 

② 改印のときに新印を押す。 

③ 捨印を押す。 

④ 変更事項を表示する。 

● この記載例は、記名者の名称変更・代表者印の改印を表す。 

⑤ 添付書類の枚数を記載する。 

● 新印による届出の場合には、印鑑証明書を添付する。 

⑥ 代理店名・受付日付を表示する。 

 

 ＊ 変更後の事項を記載し、押印した印鑑票の記載例は、記載例１・４参照 
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請求書・届書・印鑑票などの記載例８ ― 代表者・管理者の変更 

書式 No.128 

登 録 国 債 記 名 者 氏 名 等 変 更 届 

注意 １．氏名変更のときは戸籍抄本、名称変更のときは、法人については登記事項証明書、法人に準ずる団体については証明書

を添付して下さい。 
２．代表者（管理者）交替のときは、登記事項証明書等後任者の資格を証する書類および印鑑証明書を添付して下さい。 
３．改印の届出の場合（代表者（管理者）交替のときを除く）、※は旧印があるときは旧印により、旧印のないときは印鑑証

明書を添付のうえ新印で行って下さい。 

日 本 銀 行 御中 

※ 
 捨印 

代表者 
の印 

(提出日) １３.１１.２９ 

 ※ 
印 

代表者 
の印 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 
住 所 

株式会社 ○○銀行 

取締役頭取 ○○ ○○ 氏 名 

下記のとおり変更しましたからお届けします。 

太線内を記入のこと。 

登録年月日 

印  鑑  票    1 

印 鑑 証 明 書    1 

登記事項証明書    1 

戸 籍 抄 本 

枚 
添 

付 

書 

類 

業務局受付欄 受付印（店名・日付） 

13.11.29 

日本銀行○○代理店 

平成１３年 １２月 ３日 

取締役頭取  ○ ○ ○ ○ 

取締役頭取  △ △ △ △ 

印 鑑（改印のときのみ） 

変 更 事 項 （該当番号を○で囲む） 変更希望日 

新 

旧 

1. 記  名  者 

 

2. 質権(転質権)者 
 

3. 担 保 権 者 

 

4. 代理人(非居住者分) 

 

5. 

1. 氏 名（名称） 

＜注意１．参照＞ 

2. 住 所 
 

3. 代表者(管理者) 

＜注意２．参照＞ 

4. 印 鑑 

＜注意３．参照＞ 

5. 
 

6. 
登録番号・コード 

① 

③ 

② 

④ 
⑤ 

① 代表者（管理者）変更と同時に新しい印章を使用する場合であっても改印に該当しな

いので、この欄への押印を要しない。 
● 新印使用の場合には、新印により届出を行う。 

② 捨印を押す。 
③ 変更事項を表示する。 
④ 添付書類の枚数を記載する。 
⑤ 代理店名・受付日付を表示する。 
 
＊ 新代表者の印鑑票の記載例は、記載例１・４参照 
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契 
印 

請求書・届書・印鑑票などの記載例９ ― 元利金受領者の変更 

元 利 金 受 領 者 変 更 届 

日 本 銀 行 御中 

（日付）１９．５．１０ 

住所  ○○市大手町一丁目１－１ 

 

氏名  △△県知事 △△ △△ 

下記のとおり元利金受領者を変更しましたのでお届けします。 

記 

印 

 新 
元利金受領者 

 旧 
元利金受領者 

（資格氏名） 

△ △ 県 会計管理者 

○ ○ ○ ○ 

（資格氏名） △ △ 県 会計管理者 

□ □ □ □ 

（委任事項） 

元利金受領に関する一切の権限 

印 

２００００９４０登録番号 

19.5.10 

日本銀行○○代理店 

④ 

① 

② 

③ 
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① 自店を支払場所とするもののときは、自店備付けの印鑑票と照合する。 

② この書式を使用しなかったときなどで、届書に元利金受領者の印が押されないときは、代表者印

で届書と印鑑票とを契印させるか、または代表者が印鑑票に押されている元利金受領者の印鑑を   

証明する。 

③ あわせて提出を受けた元利金受領者の印鑑票と照合する。 

④ 代理店名・受付日付を表示する。 

 ＊ 新元利金受領者の印鑑票の記載例は、記載例１０参照。 
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請求書・届書・印鑑票などの記載例１０ ― 常任代理人の選任・変更・解任 

コード 

登録国債印鑑票（業務局備付用） 

東京都中央区日本橋１－１３－１３ 

質権( 転質権) 者

担 保 権 者

総 代 人

常任代理人

親 権 者

後 見 人

住 所（〒×××－××××） 印 鑑 い
ず
れ
か
を
○
で
囲
む 

(受付日付) 

(業  態) 

(元利金受取人指定区分) 

(資格区分) 

(記名) 業 務 局 
記  載 

カナ書氏名 

結末日 事由 

日 本 銀 行 業 務 局 

印 
株式会社○○銀行 東京営業部 氏 名 

部長  △△ △△ 

代理 
権限 ( ) 

契 

印 

日 本 銀 行 業 務 局 

代理 
権限 ( ) (記名) 業 務 局 

記  載 

東京都中央区日本橋１－１３－１３ 

質権( 転質権) 者

担 保 権 者

総 代 人

常任代理人

親 権 者

後 見 人

住 所（〒×××－××××） 
印 鑑 い

ず
れ
か
を
○
で
囲
む 

印 株式会社○○銀行 東京営業部 氏 名 

部長  △△ △△ 

登録国債印鑑票（支払場所備付用） 

(業務局受付日付) 

(不用組替日) 

(印鑑票受入日) 

（注）元利金の支払に際しては、登録国債元金（または利子）領収証書の登録番号欄記載のコードと 
上記のコードを照合すること。 

コード 

選任 
常任代理人変更届 

解任 
（日付） ６.５.２５ 

日 本 銀 行 御中 

住所 
 
 
 
氏名 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 

 
株式会社 ○○銀行 

取締役頭取 ○○ ○○ 
代表者 
の印 

選任 
下記のとおり常任代理人を変更しましたので、お届します。 

解任 

記 

契 

印 
使用開始希望日 

新 代 理 人 

旧 代 理 人 

登録番号 ０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０

(資格氏名) 
株式会社 ○○銀行 東京営業部 

部長 △△ △△ 

印鑑 

印 

(委任事項)該当番号を○で囲む 
 1. 登録国債に関する一切の権限 
 2. 登録国債の各種請求に関する権限 

  3. 登録国債の元利金受領に関する権限 
4. その他（具体的に記入） 

(資格氏名) 
 

書式Ｎｏ.１３１(Ｂ) 

         (注)１．質権(転質権)者の印鑑票の場合で記名者が利子を受け取る特約のあるときは、支払場所備付用の記載を要しない。 

           ２．質権(転質権)者または担保権者の印鑑票の場合は、「カナ書氏名」欄についても記載して下さい。この場合、代表者または

管理者の印鑑票のときは、質権（転質権）者または担保権者である法人または法人に準ずる団体の名称についてカタカナ

で記載して下さい。 

平成６年 ６月 １日 

６．５．２５ 

日本銀行○○代理店 

 

① 

② 

③ 

④ 
⑥ 

⑦ 

① 

① いずれかを○で囲む。 

 

  
② 自店を支払場所とするもののときは、自店備

付けの印鑑票と照合する。 
 
  
③ この書式を使用しなかったときなどで、届書

に常任代理人の印が押されないときは、代表者

印で届書と印鑑票とを契印するか、または代表

者が印鑑票に押されている常任代理人の印鑑

を証明する。 
 
 

  

④ それぞれを照合する。 

  

 ⑤ 届書との契印個所。 

 

 ⑥ 代理店名・受付日付を表示する。 

 

 ⑦ 業務局記載欄 

 

⑤ 

印 
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選任 ① 
常任代理人変更届 

解任 
（日付） ６．９．２０ 

日 本 銀 行 御中 

住所 
 
 
 
氏名 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 

 
株式会社 ○○銀行 

取締役頭取 ○○ ○○ 
代表者 
の印 

選任 
下記のとおり常任代理人を変更しましたので、お届けします。

解任 

記 

契 

印 

使用開始希望日 

新 代 理 人 

旧 代 理 人 

平成６年１０月 １日 登録番号 ０ ０ ０ １ ２ ０ ０ ０

(資格氏名) 
株式会社 ○○銀行 東京営業部 

部長 ×× ×× 

印鑑 

印 

(委任事項)該当番号を○で囲む 
 1. 登録国債に関する一切の権限 
 2. 登録国債の各種請求に関する権限 
 3. 登録国債の元利金受領に関する権限 
 4. その他（具体的に記入） 

6.9.20 
日本銀行○○代理店 

(資格氏名) 

株式会社 ○○銀行 東京営業部 

部長   △△ △△ 

選任 
常任代理人変更届 

解任 
（日付） ６.９.２０ 

日 本 銀 行 御中 

住所 
 
 
 
氏名 

福岡市中央区天神２－１４－２ 

 
○○証券株式会社 

取締役社長 ○○ ○○ 
代表者 
の印 

選任 
下記のとおり常任代理人を変更しましたので、お届します。 

解任 

記 

使用開始希望日 

新 代 理 人 

旧 代 理 人 

登録番号 ０ ０ ８ ０ ４ ０ ０ ０

印鑑 

(委任事項)該当番号を○で囲む 
1. 登録国債に関する一切の権限 
2. 登録国債の各種請求に関する権限 
3. 登録国債の元利金受領に関する権限 
4. その他（具体的に記入） 

(資格氏名) 

○○証券株式会社 

経理部長 □□ □□ 

(資格氏名) 

6.9.20 

日本銀行○○代理店 

印 

② 

① 

④ 

④ 

③ 

② 

① 

① いずれかを○で囲む。 

 ② 自店を支払場所とするもののときは、自店備

付けの印鑑票と照合する。 
 
 ③ この書式を使用しなかったときなどで、届書

に常任代理人の印が押されないときは、代表者

印で届書と印鑑票とを契印するか、または代表

者が印鑑票に押されている常任代理人の印鑑

を証明する。 

 ④ 代理店名・受付日付を表示する。 

① 

平成６年１０月 １日 

印 
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 請求書・届書・印鑑票などの記載例１１ ― 謄本・抄本の請求 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備  考 国   債   名   称 記 号 

第５６回 利付国庫債券（２０年）

日 本 銀 行 御中 

国 債 登 録 簿   請 求 書 

(日付) ２８.４.１ 

住 所 

 
氏 名 

福岡市中央区天神２－１４－２ 

○○証券株式会社 

取締役社長 丙 野 太 郎 

下記国債に対する国債登録簿  を交付して下さい。 

印 

代表者 
の 印 

謄本 
抄本 

捨印 

代表者 
の 印 

謄本 
抄本 

登 録 番 号 

００８０４０００

記 名 

○○証券株式会社 

抄本請求の場合に限り 
必要事項を記載のこと。 ( ) 

28.4.1

日本銀行○○代理店 

① 

② ③ 

① 

② 

④ 
 

 ⑤ 

① いずれかを○で囲む。 

② 自店を支払場所とするもののときは、自店備付けの印鑑票と照合する。 

③ 捨印を押す。 

④ 抄本を請求するときは、国債登録簿のうち必要とする部分を備考欄に指定する＜例：付記登録５番の

もの＞。 

⑤ 代理店名・受付日付を表示する。 

以下余白 
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 請求書・届書・印鑑票などの記載例１２ ― 現在額証明 

 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日  本  銀  行 

書式 No.130 

日 本 銀 行 御 中 

国債登録簿現在額証明請求書 ⑥ 

(日付) ２８.４.１１ 

住 所 札幌市中央区大通西３丁目７番地 

下記は国債登録簿の平成２年７月３１日における現在額に相違ないことを証明して下さい。 

登 録 番 号 

０００１２０００

備     考 

付記登録設定金額
150,000 千円

捨印 印 

代表者 
の印 

２８.４.１１ 
日本銀行○○代理店 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

(日付) 

 
日  本  銀  行 

書式 No.130 

日 本 銀 行 御 中 

国債登録簿現在額証明請求書 

(日付) ２８.４.１１ 
住 所 

 

氏 名 

札幌市中央区大通西３丁目７番地 

株式会社 ○○銀行 

取締役頭取 ○○ ○○ 

下記は国債登録簿の平成 28 年 4月 1日における現在額に相違ないことを証明して下さい。 

登 録 番 号 

０００１２０００
記   名 

株式会社 ○○銀行              

備     考 国  債  名  称 記   号 

第５６回 利付国庫債券（２０年） 

金       額 
拾億 百万 千円 

＊ １ ５ ０ ０ ０ ０
付記登録設定金額

150,000 千円

捨印 

代表者 
の印 

印 

代表者 
の印 

以下余白 

（注意）１． この請求書は２通提出して下さい。 
    ２． 質権または担保権の登録があるときは、「備考」欄に「付記登録設定金額何千円」と記載して下さい。  

 

（注意）１． この請求書は２通提出して下さい。 
２． 質権または担保権の登録があるときは、「備考」欄に「付記登録設定金額何千円」と記載して下さい。 
 
      

① 自店を支払場所とするもののときは、自店備付けの印鑑票と照合する。 
② 捨印を押す。 
③ 質権・担保権の登録があるときに記載する。 
④ 代理店名・受付日付を表示する。 
 ● 上記表示は、提出された請求書のうち１通にだけ行う。 
● 業務局において保管される。 

⑤ 提出された請求書すべてを送付する。 
⑥ 業務局が証明日付を表示し、業務局長名を表示するとともに、業務局長印を押したうえ返送する。 

① 
② 

③ 

④ 
⑤ 

① 


